
市町村財政比較分析表(平成18年度普通会計決算)
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人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [149,924円]
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給与水準の適正度   （国との比較）
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定員管理の適正度

人口1,000人当たり職員数 [12.39人]

類似団体内順位

[ 56/69 ]

全国市町村平均

7.82
鳥取県市町村平均

7.89

(人)

40.00

30.00

20.00

10.00

0.00

27.70

5.82

9.90

12.39

公債費負担の健全度

実質公債費比率 [17.9%]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。
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※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
【財政力】
　財政力指数は、0.28で全国、鳥取県の市町村平均をかなり下まわっていますが、平成16年の合併後少しずつ上向いて
います。
　歳入に占める税収が、県内でも低い状況で、合併後の職員数の削減による人件費の削減、歳出の見直しを実施し、
平成18年度から徴収対策室を設置して税収の徴収率向上対策に努めています。
【財政向上の弾力性】
　平成17年度の退職勧奨等で17名の職員の退職により大幅な人件費の削減を実施、さらに職員の給与カット（特別職
10％、一般職平均5％）の継続実施する。また、事務事業の見直しで経常経費の削減を図った。
【人件費・物件費等の適正度】
 　類団平均より上回っているが、人件費の削減により昨年度から約3万円程度改善された。
【給与水準の適正度】
　給与体系の見直し等により、類似団体よりラスパイレス指数は下回ったが、県内近隣の市町村と比較をするとほぼ中位
の指数となっている。

【将来負担の健全度】
　人口一人当たり地方債現在高は、鳥取県市町村平均、類似団体平均、全国市町村平均より上回っている。主な要因は、
西部地震県貸付金であるが、今後は投資的経費の抑制を図りながら県内市町村平均に近づけていくよう努める。
【公債費負担の健全度】
　実質公債費比率は、類似団体平均を上回って１７．９である。公債費負担は、西部地震県貸付金の償還が始まりピークを
迎えているため、平成23年度まで１８．０を越える状況が続くので繰り上げ償還を検討していく。
【定員管理の適正度】
類似団体平均を上回っているが、５５歳以上の退職勧奨、新規採用職員の採用調整を行いながら、平成27年度までに
１１５人まで削減する。


